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１. 18年  2月期の業績（平成 17年 3月 1日 ～ 平成 18年 2月 28日）
(1)経営成績 （百万円未満切捨）

％ ％ ％

18年  2月期 48.7 65.3

17年  2月期 146.6 183.7

  

18年  2月期
17年  2月期
(注)①期中平均株式数 18年  2月期   170,234,425 株　　　17年  2月期   169,046,772 株 

     ②会計処理の方法の変更　　有

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況

円　銭

18年  2月期 7.50

17年  2月期 5.00

（注）18年  2月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 

(3)財政状態

百万円 ％

18年  2月期
17年  2月期
(注)①期末発行済株式数　18年  2月期    　170,179,001 株    17年  2月期    　170,284,878 株　

 　 ②期末自己株式数　　18年  2月期      　  679,903 株    17年  2月期      　  574,026 株　

２. 19年  2月期の業績予想（ 平成 18年 3月 1日  ～  平成 19年 2月 28日 ）

中間 期末
百万円 ％ ％ ％ ％ 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 143,200 △ 2.3 16.7 1.6 6.4 3.50 － －

通　　期 297,000 △ 1.0 15.8 4.5 2.5 － 4.00 7.50

（注）売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）           25 円   26 銭

（注）上記の予想は、発表日現在で入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後様々な要因によって

      予想数値と異なる可能性があります。

      なお、上記業績予想につきましては、決算短信（連結）添付資料8ページを参照してください。

百万円

3,000

7,500

百万円

202,915

193,130

営業利益売上高

6,900

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益

百万円

2,900

経常利益

円　　銭

-

-

配当金総額

7.7

(年間)
百万円

1,276

33.1

30.1

配当性向

％

30.7

百万円

2,800

総  資　本
経常利益率

％

3.3

2.0

株 主 資 本
当期純利益率

％

6.7

4,300

売 上 高
経常利益率

％

2.2

1.3

株主資本
配当率

％

1.9

1.5

△ 0.8

△ 6.2

売　　上　　高

 １株当たり年間配当金

１株当たり株主資本

円　　銭

394.28

341.17

当期純利益

19.7

百万円

4,195

4,285

百万円

300,109

302,413

経　常　利　益
百万円

6,605

営　業　利　益
百万円

6,474

3,996

％

△ 2.1

-

１ 株 当 た り
当期純利益

円　　銭

24.43

25.35

当 期 純 利 益

4,353

67,133

58,097

期末
円　銭

4.00

2.50 851

１株当たり年間配当金

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率

中間
円　銭

3.50

2.50



- 2 -

貸 借 対 照 表
（単位 百万円）

科 目
当 期 前 期

対前期増減額
（１８．２．２８） （１７．２．２８）

（ 資 産 の 部 ） 2 0 2,9 1 5 1 9 3,1 3 0 9,7 8 5

流 動 資 産 4 8,6 2 1 4 8,4 5 8 1 6 3

現 金 及 び 預 金 9,5 0 2 9,3 0 8 1 9 4

受 取 手 形 2,1 7 5 2,1 3 5 4 0

売 掛 金 1 7,4 0 6 1 7,7 8 5 △ 3 7 9

有 価 証 券 5 9 5 9 0

商 品 1 2,7 8 9 1 3,3 8 4 △ 5 9 5

貯 蔵 品 9 7 1 0 5 △ 8

前 渡 金 － 7 1 △ 7 1

短 期 貸 付 金 5 9 6 4 7 4 1 2 2

繰 延 税 金 資 産 3,8 9 4 3,1 8 8 7 0 6

そ の 他 2,2 7 4 2,1 0 5 1 6 9

貸 倒 引 当 金 △ 1 7 4 △ 1 6 1 △ 1 3

固 定 資 産 1 5 4,2 9 3 1 4 4,6 7 2 9,6 2 1

有形固定資産 9 9,1 0 4 9 7,6 8 1 1,4 2 3

建 物 ・ 構 築 物 4 6,0 9 8 4 4,8 9 5 1,2 0 3

機 械 ・ 器 具 ・ 備 品 1,4 9 4 1,5 3 3 △ 3 9

土 地 5 1,4 7 4 5 1,2 3 4 2 4 0

建 設 仮 勘 定 3 7 1 8 1 9

無形固定資産 1,0 2 5 9 6 0 6 5

借 地 権 5 2 4 5 2 4 0

ソ フ ト ウ ェ ア 4 2 3 3 5 3 7 0

電 話 加 入 権 6 7 6 7 0

そ の 他 1 0 1 5 △ 5

投資その他の資産 5 4,1 6 4 4 6,0 3 0 8,1 3 4

投 資 有 価 証 券 3 2,8 6 9 2 3,1 3 1 9,7 3 8

子会社株式及び出資金 1,5 1 9 1,2 6 1 2 5 8

長 期 貸 付 金 9,4 7 5 7,1 4 6 2,3 2 9

長 期 保 証 金 6,2 8 9 6,4 1 2 △ 1 2 3

長 期 前 払 費 用 3 0 6 2 1 4 9 2

繰 延 税 金 資 産 － 4,8 4 2 △ 4,8 4 2

そ の 他 4,3 4 1 3,6 6 5 6 7 6

貸 倒 引 当 金 △ 6 3 8 △ 6 4 2 4

合 計 2 0 2,9 1 5 1 9 3,1 3 0 9,7 8 5
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（単位 百万円）

科 目
当 期 前 期

対前期増減額
（１８．２．２８） （１７．２．２８）

（ 負 債 の 部 ） 1 3 5,7 8 1 1 3 5,0 3 3 7 4 8

流 動 負 債 7 1,1 9 6 8 0,1 3 9 △ 8,9 4 3

支 払 手 形 2 4 9 5 5 8 △ 3 0 9

買 掛 金 1 5,0 5 0 1 5,1 5 0 △ 1 0 0

短 期 借 入 金 8,1 6 9 2 0,9 1 8 △ 1 2,7 4 9

未 払 金 6,8 7 6 6,3 5 2 5 2 4

未 払 法 人 税 等 2 3 7 4 8 1 8 9

未 払 費 用 3,5 5 8 2,9 7 4 5 8 4

前 受 金 2,3 4 3 2,1 5 7 1 8 6

商 品 券 1 2,4 5 0 1 2,7 6 5 △ 3 1 5

預 り 金 2 2,1 0 9 1 9,0 6 1 3,0 4 8

そ の 他 1 5 1 1 5 1 0

固 定 負 債 6 4,5 8 4 5 4,8 9 4 9,6 9 0

社 債 1 0,0 0 0 5,0 0 0 5,0 0 0

長 期 借 入 金 3 4,0 8 9 3 0,1 0 6 3,9 8 3

繰 延 税 金 負 債 3,8 3 4 － 3,8 3 4

退 職 給 付 引 当 金 1 0,8 2 9 1 1,8 3 1 △ 1,0 0 2

役員退職慰労引当金 2 8 7 2 2 9 5 8

投 資 損 失 引 当 金 2 1 0 2 1 0 0

長 期 未 払 金 4,4 9 5 5,8 1 6 △ 1,3 2 1

受 入 保 証 金 7 9 9 1,6 3 5 △ 8 3 6

そ の 他 3 8 6 5 △ 2 7

（ 資 本 の 部 ） 6 7,1 3 3 5 8,0 9 7 9,0 3 6

資 本 金 9,7 6 5 9,7 6 5 0

資本剰余金 9,5 9 9 9,5 9 7 2

資 本 準 備 金 9,3 5 8 9,3 5 8 0

そ の 他 資 本 剰 余金 2 4 0 2 3 8 2

自己株式処分差益 2 4 0 2 3 8 2

利益剰余金 4 0,6 3 1 3 7,4 5 7 3,1 7 4

利 益 準 備 金 2,4 4 1 2,4 4 1 0

別 途 積 立 金 2 2,7 2 9 2 2,7 2 9 0

土 地 圧 縮 積 立 金 1,7 2 0 1,9 3 0 △ 2 1 0

償却資産圧縮積立金 3,7 0 6 3,8 5 0 △ 1 4 4

当 期 未 処 分 利 益 1 0,0 3 4 6,5 0 5 3,5 2 9

その他有価証券評価差額金 7,4 0 5 1,4 6 1 5,9 4 4

自 己 株 式 △ 2 6 7 △ 1 8 4 △ 8 3

合 計 2 0 2,9 1 5 1 9 3,1 3 0 9,7 8 5
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損 益 計 算 書
（単位 百万円）

科 目 当 期(
17.3. 1

) 前 期(
16.3. 1

)
対 前 期

18.2.28 17.2.28 増 減 額 増減率

営 ％

経 業
売 上 高 3 0 0,1 0 9 3 0 2,4 1 3 △ 2,3 0 4 △0.8

損
売 上 原 価 2 2 5,1 4 6 2 2 8,4 9 6 △ 3,3 5 0 △1.5

常 益
売 上 総 利 益 7 4,9 6 3 7 3,9 1 7 1,0 4 6 1.4

の
販売費及び一般管理費 6 8,4 8 8 6 9,5 6 3 △ 1,0 7 5 △1.5

損 部 営 業 利 益 6,4 7 4 4,3 5 3 2,1 2 1 48.7

営 営 業 外 収 益 2,5 8 8 2,0 5 2 5 3 6 26.1
益 業 受 取 利 息 ・ 配 当 金 5 3 7 3 7 9 1 5 8 41.6
外 そ の 他 2,0 5 0 1,6 7 2 3 7 8 22.6

の 損 営 業 外 費 用 2,4 5 8 2,4 1 0 4 8 2.0
益 支 払 利 息 8 5 5 8 0 2 5 3 6.6

部 の そ の 他 1,6 0 3 1,6 0 8 △ 5 △0.3
部

経 常 利 益 6,6 0 5 3,9 9 6 2,6 0 9 65.3

特 別 利 益 2,9 4 7 8,4 2 1 △ 5,4 7 4

特 固 定 資 産 売 却 益 2,4 5 9 3 3 5 2,1 2 4

投 資 有 価 証 券 売 却 益 4 8 7 1 4 8 6
別 店舗閉鎖損失引当金戻入額 － 6 4 1 △ 6 4 1

投 資 損 失引当金戻入額 － 2 9 1 △ 2 9 1
損 退 職 給 付 制 度 改 定 益 － 3,5 5 9 △ 3,5 5 9

退 職 給 付 信 託 返 還 益 － 3,5 9 2 △ 3,5 9 2
益 特 別 損 失 1,4 0 2 4,1 0 4 △ 2,7 0 2

固 定 資 産 処 分 損 1,1 7 1 3 0 0 8 7 1
の

固 定 資 産 減 損 損 失 － 1,6 1 9 △ 1,6 1 9

部 投 資 有 価 証 券 評 価 損 6 0 1 2 4 △ 6 4

子 会 社 株 式 評 価 損 1 7 0 2,0 5 9 △ 1,8 8 9

税 引 前 当 期 純 利 益 8,1 5 0 8,3 1 3 △ 1 6 3 △2.0

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 4 6 4 8 △ 2 △3.1

法 人 税 等 調 整 額 3,9 0 7 3,9 7 9 △ 7 2 △1.8

当 期 純 利 益 4,1 9 5 4,2 8 5 △ 9 0 △2.1

前 期 繰 越 利 益 6,4 3 4 2,6 4 5 3,7 8 9 143.2

中 間 配 当 額 5 9 5 4 2 5 1 7 0 39.9

当 期 未 処 分 利 益 1 0,0 3 4 6,5 0 5 3,5 2 9 54.2



- 5 -

重要な会計方針

１．有価証券の評価基準および評価方法

子会社株式および関連会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

２．デリバティブの評価基準および評価方法

デリバティブ 時価法

３．たな卸資産の評価基準および評価方法

商 品 売価還元法による低価法

貯 蔵 品 先入先出法による原価法

４．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 建物（建物付属設備を除く） 定 額 法

その他の有形固定資産 定 率 法

無形固定資産 定 額 法（自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間５年

により償却）

５．繰延資産の処理方法

社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。

６．引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 売掛金、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を

計上しております。

過去勤務債務は、発生時の平均残存勤務期間以内の一定年数(13年)による

定額法により、費用処理しております。

数理計算上の差異は、発生時の平均残存勤務期間以内の一定年数(13年)に

よる定額法により、それぞれ発生の翌期から費用処理しております。

役員退職慰労引当金 役員および執行役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しております。

投 資 損 失 引 当 金 関係会社にかかる投資損失に備えるため、各社の財政状態を勘案し、所要額

を計上しております。

７．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理によっております。
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８．ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たす金利

スワップ取引については、特例処理を採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 金利スワップ取引

ヘッジ対象 借入金の支払金利

ヘ ッ ジ 方 針 リスク管理方針に基づき、金利変動リスクをヘッジしております。

ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段およびヘッジ対象について、毎期末（中間期末を含む）に個別取引毎のヘッジ

効果を検証しておりますが、ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負債または予定取引に関す

る重要な条件が同一であり、高い有効性があるとみなされる場合には、有効性の判定を省

略しております。

９．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

会計方針の変更

「退職給付に係る会計基準」の一部改正（企業会計基準第３号 平成１７年３月１６日）および

「退職給付に係る会計基準」の一部改正に関する適用指針（企業会計基準適用指針第７号 平成

１７年３月１６日）が、平成１６年１０月１日以後平成１７年４月１日前に開始する事業年度から

適用できることになったことに伴い、当期から同会計基準および同適用指針を適用しております。

これに伴い、従来の方法に比べ、営業利益、経常利益および税引前当期純利益は 63百万円増加し

ております。

貸借対照表注記事項

１．有形固定資産の減価償却累計額 87,053百万円

２．保証債務残高 1,523百万円

３．自己株式の保有数 普通株式 679,903株

重要な後発事象

当社は、年金財政の健全化を目的として退職給付信託を設定しておりますが、株式市況の回復等に

よる年金資産運用の改善により、平成１８年２月期末において企業年金基金の保有する年金資産が

退職給付債務に対し積立超過となり、その状態が継続することが見込まれることから、平成１８年

３月３０日開催の取締役会において、同日付で退職給付信託の全部を解約することを決議しました。

これに伴い、平成１９年２月期の中間財務諸表において、退職給付信託返還益 2,907百万円を特別

利益に計上します。
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リース取引関係

ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。

有価証券関係

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの
該当事項はありません。

税効果会計関係

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

当 期(平成１８年２月２８日現在)

繰 延 税 金 資 産

貸倒引当金繰入限度超過額 2 7 3 百万円

未 払 賞 与 7 4 4

退職給付引当金繰入限度超過額 4,0 0 4

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 1 1 6

投 資 損 失 引 当 金 8 5

退職給付制度改定に伴う未払金 2,1 9 0

た な 卸 資 産 評 価 損 1 0 0

関 係 会 社 株 式 評 価 損 1,0 7 3

会 員 権 評 価 損 8 9

固 定 資 産 減 損 損 失 5 8 6

税 務 上 の 繰 越 欠 損 金 3,5 9 9

そ の 他 3,6 3 6

繰 延 税 金 資 産 小 計 1 6,4 9 8

評 価 性 引 当 額 △ 3,2 6 7

繰 延 税 金 資 産 合 計 1 3,2 3 1

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 信 託 返 還 株 式 △ 4,5 3 3

土 地 圧 縮 積 立 金 △ 1,1 4 0

償 却 資 産 圧 縮 積 立 金 △ 2,4 3 5

その他有価証券評価差額金 △ 5,0 6 1

繰 延 税 金 負 債 合 計 △ 1 3,1 7 1

繰 延税金資産の純額 6 0

平成１８年２月２８日現在の繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産 － 繰延税金資産 3,8 9 4 百万円

固定負債 － 繰延税金負債 △ 3,8 3 4

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 4 0.6 ％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.1

受取配当等永久に益金に算入されない項目 △ 1.6

住民税均等割等 0.6

評価性引当額 8.2

その他 △ 0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 4 8.5
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利 益 処 分 案
（単位 百万円）

摘 要 当 期 前 期 対前期増減額

当 期 未 処 分 利 益 1 0,0 3 4 6,5 0 5 3,5 2 9

土 地 圧 縮 積 立 金 取 崩 高 5 2 2 1 0 △ 1 5 8

償 却 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 高 1 4 2 1 4 4 △ 2

合 計 1 0,2 2 9 6,8 6 0 3,3 6 9

これを次のとおり処分いたします。

配 当 金 6 8 0 4 2 5 2 5 5

１株につき4円00銭 １株につき2円50銭

役 員 賞 与 金 3 5 ― 3 5

（ う ち 監 査 役 賞 与 金 ） ( 5) ( ―) ( 5)

次 期 繰 越 利 益 9,5 1 3 6,4 3 4 3,0 7 9
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部 門 別 売 上 高

店 別 売 上 高
（単位 百万円）

店 別
当 期（17.3.1～18.2.28） 前 期（16.3.1～17.2.28）

金 額 構成比 前年比 金 額 構成比 前年比

％ ％ ％ ％
名 古 屋 店 1 4 6,9 7 5 4 9.0 1 0 5.9 1 3 8,7 4 6 4 5.9 1 0 0.0

岡 崎 店 6,2 0 1 2.1 9 9.5 6,2 3 1 2.1 9 1.0

名 古 屋 駅 店 1 2,5 7 5 4.2 1 0 1.5 1 2,3 8 9 4.1 9 6.8

豊 田 店 9,7 8 7 3.3 1 0 0.0 9,7 8 5 3.2 9 8.3

高 槻 店 1 6,9 1 0 5.6 1 0 7.2 1 5,7 8 2 5.2 1 2 7.4

上 野 店 6 1,2 8 5 2 0.4 9 9.5 6 1,5 7 3 2 0.4 9 6.5

銀 座 店 1 6,6 6 6 5.5 1 0 2.3 1 6,2 9 1 5.4 9 6.2

静 岡 店 2 9,7 0 7 9.9 9 8.9 3 0,0 5 0 9.9 9 7.1

大 阪 店 － － － 9,9 2 6 3.3 4 3.5

く ず は 店 － － － 1,6 3 6 0.5 2 3.1

合 計 3 0 0,1 0 9 1 0 0.0
9 9.2

3 0 2,4 1 3 1 0 0.0 9 3.8
(1 0 3.2)

（注）1.当期の名古屋店には、愛・地球博売店売上高を含めております。

2.当期の前年比の（ ）内は、前期に営業を終了した大阪店(平成１６年５月５日)、くずは店

(平成１６年３月末日)を除いた数値であります。

商 品 別 売 上 高

（単位 百万円）

区 分
当 期（17.3.1～18.2.28） 前 期（16.3.1～17.2.28）

金 額 構 成 比 前 年 比 金 額 構 成 比 前 年 比

％ ％ ％ ％

衣 料 品 1 1 7,4 5 1 3 9.1 9 5.9 ( 9 9.8) 1 2 2,5 2 5 4 0.5 9 2.7

身 の 回 り 品 2 9,4 0 5 9.8 9 6.2 ( 1 0 0.9) 3 0,5 7 3 1 0.1 9 9.2

家 庭 用 品 2 3,2 4 8 7.8 8 8.1 ( 9 1.3) 2 6,3 7 6 8.7 1 0 0.5

食 料 品 6 4,1 0 9 2 1.4 9 9.7 ( 1 0 1.7) 6 4,2 8 2 2 1.3 9 0.8

雑 貨 4 6,3 0 9 1 5.4 1 0 0.0 ( 1 0 6.2) 4 6,3 3 0 1 5.3 9 6.2

食 堂 ・ 喫 茶 6,7 0 4 2.2 9 3.1 ( 9 7.5) 7,2 0 4 2.4 8 6.5

サービス・その他 1 2,8 8 0 4.3 2 5 1.5 ( 2 5 4.8) 5,1 2 0 1.7 9 0.4

合 計 3 0 0,1 0 9 1 0 0.0 9 9.2 ( 1 0 3.2) 3 0 2,4 1 3 1 0 0.0 9 3.8

（注）1.当期のサービス・その他には、愛・地球博売店売上高を含めております。

2.当期の前年比の（ ）内は、前期に営業を終了した大阪店(平成１６年５月５日)、くずは店

(平成１６年３月末日)を除いた数値であります。


